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実効保護率について (1)
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この覚書は，貿易理論において比較的新しい概念である実効保護率に関する主として理
論的な展開を整理し，解説し，そして批判することを意図したものである。実効保護率の
理論についてはコーデン教授の包括的な書物1)が最近出版され， この覚書もそれに依存
し，それから示唆を受けた点が多いが，しかし，同書の単なる紹介ではなく，私なりに整
理し，解説し，批判することを試みたものであることを断っておきたい。欧文の文献に比
して，邦文の文献が少ない現在，このような解説的な覚書でも多少は意義があるのではな
いかと思う 2)。
1. 実効保護の概念
実効保護の意味
最初に，保護という言葉の意味を明らかにしよう。つぎの例を考えてみよう。いまある
輸入品 1単位の国際市場価格が円で表わして10,000円であるとしよう。この商品は国内で
も生産することはできるが，関税その他の手段によって保護されなければ輸入品との競争
ができず，そのため，この商品の輸入に30%の関税がかけられて始めて国内で生産が可能
になるとしよう。 ということは， この商品の生産に用いられる国内の生産要素， たとえ
ば，国内労働や国内資本等にたいする報酬が以前よりも30%高く支払われることを意味す
る。生産要素にたいする報酬は付加価値であるから，保護とは国内生産の付加価値を高め
ることにほかならない。
1) W.M. Corden, The Theory of Protection. Clarendon Press. Oxford. 1971, 
263pp. 
2)この覚替は， 1 実効保護率の概念， 2 実効保護率の種々の表わし方， 3 一般均衡
モデルヘの適用， 4 代替性の問題， 5 非貿易財の導入， 6 結びに代えて，の6節
からなり，前半の 3節を本号に，後半の3節を次号（その2)に予定している。
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このように，保護とは国内生産の付加価値を高めることであるから，保護の度合いは，
国内付加価値の上昇の度合いによって測定されなければならない。もっとも，いま挙げた
例では関税率も30%,国内付加価値の上昇率も30%で関税率と国内付加価値の上昇率は一
致した。 しかし， 一般的には関税率， あるいはその他の貿易政策の手段の表面的な高さ
は，それによる国内付加価値の上昇率と必ずしも一致しない。次のような例を考えてみよ
つ。
この商品 1単位の国内生産に 5,000円の輸入原料が用いられると仮定しよう。そうする
と，この商品の国内付加価値は10,OOOPJ-5, 000円，すなわち5,000円にしかならない。い
ま，この商品の輸入に前の場合と同様に30形の関税がかけられるとしよう。この30%の関
税は国内付加価値にたいしてではなく，最終財価値にたいしてであるから， 関税の額は
10, 000 X 0. 3, すなわち 3,000円となる。したがって，当初5,000円であった国内付加価値
が関税によって 5,000円+3,000円，つまり， 8,000円に引上げられることになり，その上
昇率は，
8, 000-5, 000 
5,000 
=0.6 
60%となる。この場合， 30%の関税率は6096の国内付加価値の上昇をひきおこすわけであ
る。
さらに，つぎの例を考えてみよう。今度は， 5,000円の輸入原料にも20形の関税がかけ
られるとしよう。もちろん，最終財にたいする関税はまえの場合と同様に30%とする。そ
うすると輸入原料にたいする関税の額は 1,000円となり， それだけ輸入原料の国内価格が
高くなるのであるから， 関税による国内付加価値の上昇はまえの場合より 1,000円減少し
て7,000円となる。したがって，その上昇率は．
7,000-5,000 
5,000 
=0.4 
4096となる。この場合,30形の最終財にたいする関税と 20形の輸入原料にたいする関税
が,40形の国内付加価値の上昇をひきおこすわけである。
いまの場合，もし輸入原料にたいする関税率が20形ではなく40形であれば．国内付加価
値の上昇率は20%になるであろう。もし輸入原料にたいする関税率が60%であれば国内付
加価値の上昇率はゼロとなるであろう。さらに，もし輸入原料にたいする関税率が80%で
あれば，国内付加価値は逆に低下するであろう。
このように，関税率の高さと国内付加価値の上昇率とのあいだの関係は複雑であって．
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両者は必ずしも一致しない。関税等の保護政策によってひきおこされる国内付加価値の上
昇率を実効保護率 (effectiverate of protection)1)という。最初に述べたように，保護
とは国内生産の付加価値を引上げることであるから，真の保護の度合いは名目的な関税率
によってではなしに，実効保護率によって測定されなければならない。このように実効保
護率は，関税，あるいはその他の貿易政策の実質的な効果を示すものである2)。
実効保護概念の発展8)
実効保護概念の学史的な発展について簡単に述べておこう。実効保護率の概念が用いら
れ，注目されるようになったのは比較的最近のことである。しかし，輸入原料にたいする
関税がその輸入原料を用いる産業の保護効果を弱め，そのために関税が必ずしも保護の度
合を高めるものでないことは以前から認識されていた。たとえば，タウシッグ4), シュー
ラー 5). ハーバラー6)等の国際貿易論の古典的文献はいずれもこのことを指摘している。
1)有効保護率という訳語も用いられるし，また，付加価値保護率 (rateof protection 
of value added), 絶対保護率 (implicitrate of protection)ともいう。
2)ただし．っぎの節の最初に掲げた仮定のもとにおいてであり，そうした仮定が濶たさ
れないと実効保護率が必ずしも実質的な保護効果を示すものとはいえない。そうしたこ
とについては第3節以下で明らかにされるであろう。
3) W.M. Corden, T. 加 Theoryof Protecti叩 op.cit., pp. 245-249 (Appendix I 
Some History)に実効保護率概念の簡単な学史が述べられている。このセクションは
それによるところが多い。
4) 「羊毛のコストは羊毛製品を生産するコストの約半分である。
そうすると,1816年について．
羊毛製品に対する関税 25彩
羊毛に対する関税 (15%の½） 乃ら％
純保護 (netprotection) 17½彩
また， 1824年について
羊毛製品に対する関税 33¼% 
羊毛に対する関税 (30彩の½) 15形
純保護 (netprotection) 18½ 劣
F.W. Taussig, The Tariff nおtoryof the United States (8th ed.) Reprints of 
Economic Classics, Augustus M. Kelley, N.Y. 1967, p. 75. (footnote) 
5) 「ある商品の享受せる関税保護の高さを知らんがためには，かかる商品の生産に使用
される原料および半製品に賦課されている関税をもまた顧慮しなければならぬ。例え
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このような指摘はおそらく他にも多数みられるであろう。
その後，メツラー'l)はレオンチェフ・モデルにおける税，補助金の分析を行なっている
が，これは実効保護率と同様の考え方である。ミード8)は，輸入あるいは輸出にたいする
課税，補助金の分析において実効保護率に相当するような計算例を示している。また，バ
ーバー9)に至ってはカナダの関税政策を論じた論文で関税の実効水準 (effectivelevel of 
tariff)という言葉を用いて．それは名目的な関税率と異なり， 輸入原料の占める比率や
輸入原料にたいする関税率により変化することを明らかにした。バーバーが実効保護率概
念の創始者といわれているのはこのためである。以上のような認識は種々あったが，現在
の実効保護率の概念が体系的に確立され， 綸議され， そして実証されるようになったの
は， 1960年代の後半以後のことである。それは投入・産出分析の普及によって，投入・産
出構造が国際貿易の分野に適用されるようになったからであり，また，各国における投入
•産出表の測定が実効保護率の測定を容易にしたからである。実効保護率の体系が関税構
ぱ，綿織物に対し，メーターツエントナー当たり 100クローネの関税が設けられており，
そして織物の製造に使用される綿糸の関税が30クローネだとすると，該織物業界の当外
国競争者は綿糸を30クローネ廉価に入手し得るのだからして，織物の生産に対する関税
保護は70クローネにすぎないという結果になる……」リヒアルト・シュラー著，油本豊
吉訳「保護関税と自由貿易』実業之日本社。昭和21年。 165ペー ジ。
6) 「たとえば，綿糸にたいする関税の賦課はその価格を高め，そのため綿布の製造業者は
戸外国との競争に大刀討ちできなくなるかもしれない。このような場合，綿糸の輸入は事
曹実減少するであろうが，綿布の輸入は恐らく増加するであろう。このような状態におい
ては，関税のそもそもの目的すなわち，保護国内における綿糸の生産の増加は，全然ない
とはいえないにしても完全には達成されないであろう」 G.Haberler, The Theory of 
International Trade. (transl.. by A. Stonier and F. Benham) London. Willian 
Hodge. 1950. pp. 235-236. 
7) L.A. Metzler, "Taxes and Subsidies in Leontief's Input-Output Model." Q 
J.E. Vol. 165, (Aug. 1951) pp. 433-438. 
8) 「原綿がA国に自由に輸入され， A国でシャツに加工されるとしよう。 A国における
輸入関税2ポンド全体が原綿からシャツヘの加工を保護するのである。シャツを加工す
るAの市場価格， すなわち， シャツの価格から保護される部分は33½% (すなわち，
$2 /$8-$2)である」輸出関税についても同様の計算例が示されている。 J.E.Meade, 
Trade and Welfare. Oxford Univ. Press, London, 1955, pp. 157, 162-163. 
g) C.L. Barber, "Canadian Tariff Policy" Canadian Journal of Economics and 
Political Science, Vol. 21, (1955) pp. 513-30. 特に， pp.523-524. 
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造 (tariffstructure) といわれるのは， 投入・産出構造における関税を示しているから
である。こうした1960年代の後半の実効保護率概念の理論的な確立において指導的な役割
を果したのはジョンソン， コーデン10)両教授である。その後多くの学者によって多数の
文献が発表された。そして，実効保護率の概念そのものは現在では学界の共通財産となっ
ている。
ところで，従来の国際貿易論は貿易される商品が最終財であることを仮定して，中間財
の貿易を無視してきた。もし，中間財の貿易が導入されれば国際貿易理論がどのように変
更されるであろうかはひじょうに興味深い問題である。この点，実効保護率の理論は投入
•産出構造にもとずいていて，その意味で中間財の貿易を含んでいる。したがって，実効
保護率の理論は中間財貿易の理論にも貢献するものであった。
実効保護率の概念の理論的展開と平行して，関税の実効保護率の測定が多くの国で行な
われた。アメリカ， EC諸国，イギリス，オーストリア．日本等の先進諸国はもちろん多
数の開発途上諸国においても， 実効保護率の測定結果がすでに存在している11)。また，
関税だけではなく，数量制限や国内間接税等の非関税障壁についても実効保護率が測定さ
れている12)。 さらに， 実効保護率は測定の段階から政策へ適用の段階に進み，スウェー
デンやオーストラリア等の国では実効保護率にもとずく関税改革が提案されるに至ってい
る。しかし，この覚書は，実証的な測定結果のサーベイや論評を意図するものではないか
ら，それらについては触れないことにする。
2. 実効保護率の種々の表わし方
仮定
実効保護率の概念が使用され，測定されるためには，実効保護率が使用され測定されや
10)両教授の主要な文献は， H.G.Johnson, Asepects of The Theory of Tariff, Allen 
& Unwin London, 1971 Ch. IV. とW.M. Corden, The Theory of Protection, Ch-
2-8. に集録されている。後者は専門論文を平易に書き改めたものである。
11)実効保護率の測定結果の文献については， B.I. Cohen, "The Use of Effective 
Tariff." ].P.E. Vol. 79, (Jan/Feb. 1971) pp. 128-141および I.Little, T. Scitovsky 
and M. Scott, Industry and Trade in Some Developing Countries: A Compara-
tive Study, Oxford Univ. Press, London 1970 pp. 427-447参照。
12)たとえば， H.G.Grubel and H.G. Johnson, "Nominal Tariffs Indirect Taxes 
and Effective Rates of Protection." E.]. Vol. 77, (Deo. 1967)-pp. 761-776. 
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すいように簡単な形に表わされることが必要であろう。そして，そのためにはいくつかの
仮定が必要である。もちろん国際貿易の理論で通常用いられている仮定，たとえば，生産
要素は国際間を移動しない，国内の市場は完全競争の状態にある．規模の収穫一定，需要
は十分に存在していて需要側のバイアスは存在しない．さらに輸送費の存在は無視できる
等の仮定は実効保護の概念においても勿論仮定される。それらに加えて，実効保護率の概
念を表わすに必要な仮定はつぎのようである1)。
(1) 部分均衡モデル。普通，実効保護率の概念は独立の 1財だけの部分均衡モデルで定
式化される。そのうえ，通常の国際貿易モデルで暗黙裡に仮定されているように，需要は
十分に存在するのであるから，結局，実効保護率の概念は1財だけの生産側のモデルで定
式化されているといえよう。したがって，すべての財について価格はコストに等しく，関
税がかけられると関税額だけ価格を高め，コストも高めることになる。
(2) 投入係数一定。実効保護率の概念においては，関税等の政策が用いられる前におい
ても後においても，投入係数が常に不変であることが仮定される。これは通常の投入•産
出モデルにおけると同様である。投入係数一定の仮定は，関税がかけられてもそれによっ
て生産要素と投入財間あるいは諸投入財間の代替が行なわれないことを意味する。したが
って，実効保護率の概念においては厳密な非代替性が仮定されているといえよう。
(3) 小国 (smallcountry)の仮定。関税等の政策がとられる当該国にとって， 最終
財，投入財の価格はすべて所与で，動かすことができないと仮定される。換言すれば，貿
易財．輸入財の外国供給の弾力性が無限大であることが仮定される。これは当該国が世界
市場において価格支配力を持たない小国であると考えられるためである。
(4) 非貿易産出財 (non-tradedoutput) あるいは純国内財は存在しない。また，非
輸入投入財 (non-importedinput)も存在しない。非貿易財，非輸入財およびサービス
はその価格が国内で決定されるから，価格が所与であると仮定することはできない。した
がって，そうした財が存在することは前記(3)の仮定に反することになる。そのため，実効
保護率の概念においては，産出財はすべて外国でも生産できるものであり，投入財はすべ
て外国から輸入されるものであることが仮定される。
(5) 非禁止的関税の仮定。もし，関税等の政策がとられた後において，輸入がゼロとな
1) W.M. Carden, Theory of Protection. op. cit., p. 3, p. 29, p. 81, Ditto, • The 
Structure of a Tariff System and the Effective Protective Rate.• J.P.E. Vol• 
74, (June 1966) pp. 221-2. J.C. Leith, "Substitution and Supply Elasticities in 
Calculating the Effective Protective Rate.• Q.].E. Vol. 82, (Nov. 1968) p. 589, 
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れば，非貿易財は存在しないという前記(4)の仮定に反することになる。したがって，実効
保護率の概念においては，関税率はいかに高くても輸入を禁止するものではなく，輸入が
常に行なわれることが仮定される。
以上の仮定は，それを除去した場合，実効保護率の概念がどのように変更されるか集後
の各節で検討されるであろう。
実効保護率と要素価格・要素使用量2)
保護政策が国内生産の付加価値を高めることは前節の最初のところで明らかにした。実
効保護率は一般的には，保護政策によって生じる国内生産の付加価値の変化率と定義され
る3)。この定義から，任意の商品j財の実効保護率はつぎのように表わすことができる。
c;= V/-V;4) V; ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(l. l.1) 
約：j財の実効保護率
Vが自由貿易の場合におけるi財1単位の国内生産付加価値
V/: 保護政策が行なわれる場合における j財1単位の国内生産付
加価値
実効保護率は，また，保護政策による国内生産要素価格の変化率とも定義することがで
きる。すなわち，生産要素がかりに1種類であれば実効保護率は
gj= W/-W; 
W; 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(1.1. 2) 
Wが自由貿易の場合における j財の生産に投入される国内生産要
素1単位の価格
2)このセクションはJ.E.Anderson, "General Equilibrium and the Effective Rate 
of Protection.• J.P.E. Vol. 78, (July/Aug. 1970) pp. 717-724による。他に B.F.
Masse], "The Resource-A11ocative Effect of a Tariff and Effective Protection 
of Individual Inputs• Economic Record. Vol. 4, (Sept. 1968) pp. 369-376参照。
3)たとえばコーデンはつぎのように定義している。 「実効保護率とは，為替レートを一
定として，関税が存在しない場合と比較して，関税構造によって可能とされる経済活動
1単位当たりの付加価値の増加率のパーセントである」 Wぶ,1.Corden, "The Structure 
of a Tariff System and the Effective Protection Rate.• op. cit., p. 222. 
4)例外的に分母に V'を用い g=(V'-V)/V'と定義している場合がある。 R. Soligo 
and J.J. Stern, "Tariff Protection, Import Substitution and Investment Effici-
ency.• Pakistan Develo. 加 entReview. Vol. 5, (Summer 1965) p. 255. 
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W/: 保護政策が行なわれる場合における j財の生産に投入される
国内生産要素1単位の価格
と表わされる。付加価値は生産要素価格と生産要素使用量との積であり，固定的投入係数
の仮定，すなわち，前セクションの仮定(2)によって 1財に投入される生産要素使用量は保
護政策の有無にかかわらず一定である。国内付加価値の変化率は国内生産要素価格の変化
率に等しく， (1.1. 1)と(1.1. 2)は同じことの全く代替的な表わし方となる1)。念のため，
V;=W;f; 
V/=W/f; 
f;: j財1単位の生産に投入される生産要素量
である。
このセクションでは (1.1. 2)を変形させることによって，保護政策の生産要素にたい
する効果を考察しよう。以下では j財を生産するための生産要素が労働 Lと資本 Kの
2種であるとしよう。国内生産付加価値はそれぞれ，
V;=WfL+RfK 
V/=(1 +hw W)f正 (1十栓）RfK 
W: 労働用役の価格
R: 資本用役の価格
fL :j財1単位の生産に必要とされる労働抵
fK:j財1単位の生産に必要とされる資本量
kw= LIW --w-): 保護政策による Wの変化率
叫＝繋）：保護政策による Rの変化率
であるから，これを (1.1. 1)に代入することによって j財の実効保護率はまたつぎのよ
うに表わすことができる。
g•=cthw+fthR ....................... . (1. 1. 3) 
a(= W昇恥）：労働所得の分配率
1)投入財，要素間に代替性の存在する場合には (1.1. 1)と (1.1. 2)は一致しなくな
る。 H.G.Grubel, and P.J. Lloyd, "Factor Substitution and Effective Tariff 
Rates." Review of Economic Studies. (Jan. 1971) pp. 96-97. 次号参照。
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珀 w}笠知）：資本所得の分配率
<t+fi= 1 
このように，実効保護率は，保護政策による労働価格の変化率と資本価格の変化率との
それぞれの分配率による加重平均によって示される。要言すれば，各生産要素にたいする
付加価値の加重平均である。
(1.1. 3)はまた，各生産要素価格の変化率のかわりに，生産要素の供給の弾力性を用
いても表わすことができる。すなわち．
1 ,1L 1 ,1K g戸<t--—+P— --····································(l.l. 4) eL L eK K 
叫＝土k): 労働の供給の弾力性hw L 
叫＝心~): 資本の供給の弾力性
(1.1. 3) から大きい供給の弾力性をもつ生産要素の分配率が大きいほど，実効保護率
は大きくなることが示される5)。また，一方の生産要素の供給の弾力性が無限大であれ
ば，実効保護率は他方の生産要素によってのみ決定されることも示される。たとえば，も
し資本が国際間を自由に移動できその意味で供給の弾力性が無限大であるとすれば，実効
保護率は労働要素によってのみ決定される。そのような場合の実効保護率をとくに労働実
効保護率 (labor-effectiverate of protection)という6)。同様に，労働の大量の失業
あるいは潜在的失業が存在する場合は，その供給の弾力性が無限大であると考えられるか
ら，実効保護率は資本要素によってのみ決定されよう。こうしたことを考慮すると，単純
な実効保護率概念の有用性が減じられることは明らかであろう。
最後に，実効保護率の大小が生産要素を吸引するのにどのような効果を持つか，いわゆ
る資源配分効果を示そう。 (1.1.3) から投入•産出分析の生産関数が仮定されていて，す
べての生産要素の投入係数が一定であること想起すれば．
,1L ,1K 
L K 
5) gが aの増加関数であるためには dg 1 1 であるから 1 1 
da BL BK 紅な>o. 
したがって BL>BKである必要がある。
6) G. Basevi, •The United States Tariff Structure : Estimates of Effective 
Rates of Protection of United States Industries and Industrial Labor." R紅れ初
of Economics and Statistics. Vol. 48, (May 1966) pp. 150-151. 
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であるから，つぎの式が成立する。
Llfあるいは誓=g;(a土十/31)ー1 …………(1. 1. 5) 
ei ex 
(1.1. 5)より，生産要素の供給弾力性や分配率を一定とすれば， 実効保護率が高いほ
ど生産要素をより多く吸引し，資源は実効保護率の高さに応じて配分されることが判明す
る。このように実効保護率が資源配分効果を示す指標であることは，実効保護率の定義か
らも当然のことであるが，以上のプロセスはそれを証明したわけである。しかし，この命
題は投入財間，あるいは投入財と生産要素間に代替性が存在する場合，非貿易財が存在す
る場合等においては制約を受けるであろう。そうした問題については後の節で論じられる。
実効保護率と名目関税率
簡単な 1投入物1産出物からなるモデルを用いて名目関税率と実効保護率の関係を示そ
う。保護政策として従価関税が用いられる場合が想定される。いま，最終財j財の生産に
輸入投入財i財が用いられるとし， j財にも i財にもそれぞれ関税がかけられるとしよう。
そうすると， j財の生産過程の国内付加価値は投入係数の表示の仕方にしたがってそれぞ
れつぎのように表わされるであろう。
関税賦課前
関税賦課後
V;=P;-b;;P; 
=P;(1 -a;;) 
直 1一a;/塁）
V/=Pi(l +り)-b;; P;(1 +t;) 
=Pi { (1 +t j) -a;i(l +t;)) 
=P;(1 -a;/)(1 +り）
pj :j財（最終財）の単位当たり価格
P;: i財（輸入投入財）の単位当たり価格
妬：j財単位量に投入される i財の量（物理的投入係数）
a; が自由貿易時の価格における j財単位額に投入される i財の額
（価値投入係数） a 
p. 
;;=-' P; —b;i 
a;/: 関税賦課後の価格における j財単位額に投入される i財の額
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（価値投入係数） a,'= (1 +り）; a (1 +t;) ij 
したがって，実効保護率は定義式 (1.1.1)よりそれぞれつぎのように表わされる。
g;= 
Pカー P;b;;t;
P;-P;b;; 
...................... ,(1, 2.1) 
ちー a;f; (t 1-t;)a;; 
= =t;+-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1.2.2) 1 -a;; 1-a;; 
t1 a';t; 7) 
1十り 1 +t; 
1 a';; 
....................... (1. 2. 3) 
1 +t; 1 +t; 
通常は実効保護率と名目関税率の関係を示すものとして (1. 2. 2) が用いられている。
この式から，最終財にたいする関税と輸入投入財にたいする関税との関係によって，実効
保護率がどのような値をとるかを明らかにしたコーデンの結果8)を示そう。
(i) 
(ii) 
(ii) 
(iv) 
(v) 
(vi) 
(vii) 
(vii) 
り=t;であれば.g;=り=t;
t;>t; , g;>り>t;
りくt; , g;<t;<t; 
叩<1,りくの出
（あるいは a;;>l,り>a;;t;) ” g; く09) 
り=O , g;=-(i°:!. 幻）
t;= 0 , g;= t; 1-a;; 
8g; 1 
at; l -a;; 
ag; -a;; ＝ 狛 1-a;;
7)実効保護率を計測する観点からは，この表わし方によるのが適切である。というのは
利用可能な投入係数は国内価格． すなわち関税を含む価格で測定されているからであ
る。例えば， G・Basevi,"The United States Tariff Structure.• Review of 
Economics and Statistics. op. cit., pp. 149-150及び皿参照。
8) W.M. Corden, T. 加 Theoryof Protection op. cit., pp. 36-39. Ditto, The Stru-
cture of Tariff System and the Effective Protective Rate. op. cit., pp. 222-223. 
9)この場合の条件の追加は， H.G.Grubel and P.J. Lloyd, "Factor Substitution and 
Effective Tariff Rates.• op. cit., p. 102. による。
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(ix) ag, りー t;＝ 8叩 (1-叩）2
これらの結果について簡単に説明しよう。 (i)は実効保護率が名目関係率に等しい場
合の条件で，最終財にたいする関税率と輸入投入財にたいする関税率が相等しいというこ
とである。 (i)と (iii) とは実効保護率が名目関税より高い場合と低い場合のそれぞれ
条件で，それは最終財にたいする関税率が輸入投入財にたいする関税率より高いか低いか
に依存することを示す。 (iv)は， (ii)の場合のなかでも，実効保護率がマイナスになる
場合，換言すれば，関税が国内生産を逆に不利にする場合の条件を示す。このように，輸
入原料が用いられる場合は名目関税率がプラスであっても実効保護率がマイナスになる
換言すれば，反保護 (anti-protection)が行なわれる可能性のあることが注目される。
(v)はさらに最終財には関税がかけられず，輸入投入財にのみ関税がかけられる場合
は，実効保護率はマイナスの値となり， (vi)はその逆の場合は実効保護率はプラスの値
となることを示す。周知のように，従来の関税理論では関税は産業を保護するという，ぃ
わば補助金的な役割りを説明していた。しかし，多くの産業では，他の産業の産出物をそ
の産業の投入物として用いたり，その産業の産出物を他の産業の投入物として供給したり
することが常に行なわれている。したがって，同じ関税といっても，最終財にたいする関
税と輸入投入財にたいする関税とは区別して取扱われなければならない。そして， (vi)
から明らかなように，最終財にたいする関税はその産業の国内生産を保護する補助金の役
割りを果たすが， (v)から示されるように，輸入投入財にたいする関税は， それを用い
る産業にとっては保護の程度を弱めるいわば税金の役割りを果たす。この (v)と (vi)
とを加えたものが実効保護率の公式 (1.2. 2)で， 要するに，実効保護率は補助金要素
(subsidy element)と税金要素 (taxelement)からなり，両者を合わせたものである
ことが示される。このように，関税はそれが産出物にかけられるのと投入物にかけられる
のによって，保護化と非保護化の2つの相反する役割りを果たし，このことを明示したの
が実効保護率の大きな功積である。なお， (vii)と (viii) はこの関税の保護化，非保護
化の効果をそれぞれ変化率の形で表わしたもので，それらの効果はいずれも投入係数の値
が大きいほど大きい，最後の (ix)は投入係数自体が実効保護率に与える効果で，それが
プラスの効果を与えるかマイナスの効果を与えるかは，最終財にたいする関税率と輸入投
入財にたいする関税率との大小関係に依存することが示される。
ここで実効保護率と名目関税率の関係を示す上記の諸式から得られる若干の政策への適
用に関して興味ある問題について述べよう。
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第1は，関税エスカレーションの(escalationof tariff) 10)の問題である。関税エスカ
レーションとは，未加工の原料や燃料については関税率をゼロもしくは極端に低くして，
半製品から完成品と加工段階が高まるにつれて関税率を高める政策をいう。すなわち逓増
的関税構造である。それは多くの国で採用されている。
関税エスカレーションが存在すると実効保護率はどうなるであろうか。前のセクション
の (i)より，生産の各段階についてりはt;より高く，したがって. g; はt;より高くな
ければならない。すなわち，関税エスカレーションは，実効保護率を名目関税率より常に
高くし， すべての生産段階において名目関税率を上回る強い保護効果をもたらすであろ
う。また (1.2.2)より，生産の各段階について， f1,=g1,(1-ak-1, 1,) +t1,-1・a1,-1,1,
(k= 1,2, … ,n)であるから，実効保護率が各生産段階において一定であるためにも．
常にな>t1,-1で，すなわち関税エスカレーションが存在しなければならない。
そのために，そうした商品を輸出する相手側の国にとっては，末加工の原料は低率の関
税のため輸出が比較的容易であるが，加工が進むにつれは輸出がますます困難となる。そ
して．この障壁は実効保護率でみるといっそう倍加されるであろう。先進諸国の関税エス
カレーションが開発途上国の工業化．あるいは．工業品輸出に大きな打撃を与えていると
いわれるのはこの理由による11)。
けれども，関税エスカレーションが各生産段階において実効保護率を名目関税率より高
める効果を持つためには，本来単線進行的な生産構造を必要とする。すなわち,Aによっ
10)関税のカスケーデング (cascadingof tariff), 差別的関税 (differentialtariff) 
ともいう。このことを強調したのはジョンソンである。 H.G.Johnson, "The Theory 
of Tariff Structure, with special reference to world trade and development.• 
in his Aspects of the Theory of Tar板 op.cit., pp. 316-324. W.M. Gorden The 
Theory of Protection, op. cit., pp. 59-60. 
11) 1964年の国連貿易開発会議 (UNCTAD) において発表された『プレビッシュ報告
書」においてプレビッシュはこのことを強調している。 U.N.,Towards a New Trade 
Policy for Develoment. 1964, p. 23. 外務省訳『新しい貿易政策をもとめて』国際日
本協会， 60ページ。また，ジョンソンは関税エスカレーションが開発途上国の工業化を
阻害する重要な政策的障壁の 1つとして詳説している。 H.G.Johnson, Economic Poli-
cies Toward Less-Developed Countries, Brookings Institution. Washington, 1967, 
pp. 90-91, 96-101. また，バセビも論文の冒頭に言及している。G.Basevi, The United 
Stotes Tariff Structure. op. cit., p. 147. また，渡辺太郎『世界貿易（現代経済2)』
筑摩書房，昭和45年119~122ペー シ参照。
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て Bが作られ， Bによって Cが作られ， CによってDが作られ•…••というように，換言す
れば，各生産段階はその前の段階の産出物を投入物として用いるように，生産過程が連鎖
状に進行する場合が仮定されなければならない12)。しかし，現在の先進諸国の生産構造は
高度に入り組んでいて必ずしも単線進行的なものは見られない。すなわち，上記の例にお
いてDがAやBの投入物となるような複線回帰型の場合がしばしば存在する。そうすると，
関税エスカレーションが上記のような効果を実効保護率に与えるとは必ずしもいえなくな
るであろう。
第2は，一般的な関税水準の引上げ．あるいは引下げに関する問題である。前のセクシ
ョンの (vii)にも示したように，輸入投入財にたいする関税はそれを使用する生産物の
保護効果を低下させる。このことは前節の学史のところで示したように古くから認められ
ていたことであるが，それを明示したのは実効保護率の功積である。したがって，各国は
その輸入が主として最終財から構成されているか，原材料から構成されているかにしたが
って，正反対の関税政策をとる必要がある。
この点と関連して，ケネディ・ラウンドのように各国一律に関税を引下げる交渉は国に
よって利害相反するという結果をともなう。いま，原料を輸入し製品を輸出している国と
製品を輸入し原料を輸出している国と極端な2つの型の国を仮定しよう。関税を相互に同
じ率だけると，前者の型の国では保護効果が高まるのにたいして，後者の型の国では逆に
保護効果が弱まるからである。したがって，各国が保護を減少させる湯合の基準は，正し
くは名目関税率ではなく実効保護率でなければならない。
しかし， 1国の実効保護率の平均水準を求める場合，ウエイトの問題が解決されていな
いのに加えて，各商品の実効保護率の測定自体が面倒で誤差をともなう。そのうえ，各商
品の国内付加価値によって加重された実効保護率の平均水準は，最終需要から輸入分を差
引いた値によって加重された名目関税率の平均水準に等しいという命題が成立する13)か
ら，上記の目的に必ずしも実効保護率を用いる必要はなく 名目関税率でもよいともいえ
よう14)。
12) H.G. Johnson, "The Theory of Tariff Structure.• in his Aspects of the 
Theory of Tariff op. cit., pp. 318-319. 
13) J.C. Leith, "Equivalence of Average Effective Tariff and Average Nominal 
Tariff. Journal of lnternationl Fconomics. Vol. 1, (1971) pp. 354-357. 
14)実効保護率をこのような目的に用いることについて強い疑問を提出したのに W.P
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第3は，原料輸入関税の戻税 (drawbacks)の根拠である。さきの第2のところで述
べたように，輸入投入財に関税がかけられる場合は，それを用いる生産物にたいする関税
はその保護効果を完全に発揮しない。そのような場合，輸入投入財の関税分だけ最終財の
生産者に払戻せば保護の度合いの低下を救うことができる。原料輸入関税の戻税や， EC
における国境税 (bordertax) の根拠はこの点にあるといえよう。そして戻税の額は前
” のセクションの諸式より a;t;,多種の輸入原料が存在する場合はエa;がで表わされる。
i=1 
ただし，戻税は同一性の証明等の種々の技術的困難をともなうものである。
実効保護率と非関税障壁
実効保護率は，関税のほかに種々の非関税障壁 (N.T. B.)による保護政策について
も容易に表示することができる。まず，数量制限（割当制）について考えてみよう15)。
数量制限は，輸入にたいする需要の弾力性を用いて簡単に関税に換算することができる。
そして，関税の場合と同様に，最終財と輸入投入財の双方に適用されなければならないか
ら，
m・ J t m; 
—=· — =t; ” e・ , e; 
町：i財の輸入量の減少率
加： i財の輸入量の減少率
釘：j財の輸入にたいする需要の弾力性
釘： i財の輸入にたいする需要の弾力性
となり，したがって，実効保護率はつぎのように表わすことができる。
m; m; 
約＝釘釘 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1.3.l) 
1-a;; 
Travis, "The Effective Rate of Protection and the Question of Labor Protec-
tion in the United States.• J.P.E. Vol. 76, (May/June 1968) pp. 451-453, しか
し，その主張は明確でなく，理解しにくい。
15)コーデンは contents-protectionscheme として部品の何割りかを国内で調達する
ことを規制する政策を挙げ．その実効保護率を論じているが，それはこの数量制限に投
入財輸入の数址制限として含合されるであろう。 W.M.Gorden, T加 T加oryof Pro-
tection. op. cit., pp. 45-50. 
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つぎに， 国内生産補助金と国内消費税の2種の非関税障壁について考えてみよう16)。
同様に，これらも最終財と輸入投入財の双方に適用されなければならないが，つぎの点に
注意する必要がある。最終財にたいする国内生産補助金は，保護効果という観点からは関
税と全く同じく，それだけ国内生産の付加価値を高める。しかし，最終財にたいする国内
消費税は，転嫁が行なわれないとすれば生産者にとっては有利にも不利にもならず，その
国内生産の付加価値には影響しない。つぎに，輸入投入財にたいする国内消費税はこれも
関税と同じ役割りを果たし，国内生産の付加価値を低下させる。しかし，仮定(4)によって
非輸入投入財は存在しないから，輸入投入財の場合国内生産補助金を考慮する必要はな
い。要するに，最終財には国内生産補助金，輸入投入財には国内消費税がかけられる場合
だけを考慮すればよい。それらはいずれも関税と同じ効果を持つのであるから，最終財の
国内付加価値の増加は，
V/=P;{(l +り）(1 +s;)-a1;(1 +t;)(l +c1)} 
となり，したがって，実効保護率はつぎのように表わすことができる。
gj= 
り+sj(l+t;)-a;;{t;+c;(l +t;)} 
(1 -a;;) ・・・・・・ (1.3. 2) 
非関税障壁ではないが，輸送費の存在も国内付加価値に影響する。すなわち，最終財の
輸入に一定の輸送費がかかると，国内生産はその分だけ保護されることになる。逆に，輸
入投入財の輸入に一定の輸送費がかかるとそれを用いる産業はその分だけ保護が弱めら
れることになる。輸送費の存在によって生じる国内付加価値の変化率を特に自然保護率
(natural rate of protection)という17)。自然保護率はつぎのように表わされる。
朽＝
dj-a1jd; ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(1.3. 3) 
1-a;j 
dj: j財が輸入される場合に必要とされる輸送費のj財価格に占め
る比率 (j財の輸送費率）
d;: i財の輸入に必要とされる輸送費の比率 (i財の輸送費率）
16) W.M. Carden, The Theory of Protection, op. cit., pp. 40-42. H.G. Grubel and 
H.G. Johnson, op. cit., pp. 763-764. H.G. Johnson, "TheTheory of Effective 
Protection and Preference." Econonica, Vol. 36, (May. 1969) p. 124. in his Aspects 
of the Theory of Tariff. op. cit., p. 339. 
17) H.G. Johnson, "The Theory of Effective Protection and Preference." in his 
Aspects of Theory of Tariff. op. cit., p. 339. 
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もし， 輸送費がその財の価格， あるいは重量に比例するものであれば，常にも=d;と
なり，自然保護率はすべての財を通して同ーとなるであろう。しかし，輸送費が加工段階
が高くなるにつれて逓増する性質のものであれば，加工段階が高い財ほど自然保護率が高
くなるであろう。逆に，輸送費が加工段階が高くなるにつれて逓減する性質のものであれ
ば，加工段階の低い財ほど自然保護率が低下するであろう。
外国為替の対内コスト
実効保護率と代替的な概念に外国為替の対内コスト (domesticcost of forieign ex-
change)18)ぁるいは，外貨の対内コストと呼ばれるものがある。それについて説明しそ
れと実効保護率との関係について述べよう。公定為替相場は必ずしもその国の通貨の妥当
な交換比率を表わすものではなく，ことに開発途上国では政策的に為替レートの過大評価
を行なっている場合がしばしば見られる。そのため，購買力平価を求める試みは以前から
いろいろと見られた。外国為替の対内コストというのも，一種の購買力平価であって，そ
れを特に国内付加価値に関して求めたものである。 j財についての外国為替の対内コスト
は次のように表わされる19)。
18) A.O. Krueger, "Some Economic Cost of Exchange Control : The Turkish 
Case.• J.P.E. Vol. 74 (Oct. 1966) 466-480. B. Balassa and D.M. Schydlowsky, 
"Effective Tariff, Domestic Cost of Foreign Exchange, and the Equilibrium 
Exchange Rate.• J.P.E. Vol. 76, (May/June 1968) pp. 348-360, R. Findlay, 
"Conparative Advantage, Effective Protection and the Domestic Resource Cost 
of Foreign Exchange.• Journal of International Economics Vol. 1, (1971) p・ 
189-204. このセクションは主としてバラッサーシドロウスキーによる。 この概念は M.
Brunoによって最初展開されたが， Brunoの著書論文は末見。
なお「実効購買力平価」という言葉を最近みるが，それは国内付加価値部分だけを対
象としているのではないから，その点において外国為替の対内コストとは異なる。溝口
敏行「円：その購買力平価を探る」昭和47年1月16日「日本経済新聞」朝刊，同「実効
購買力平価からみた新公定レート」季刊『現代経済」第4号（昭和47年3月号） 150-
163ペー ジ。
19)バラッサーシドロウスキーは投入生産要素，投入原料が多数ある場合を仮定して，外
国為替の対内コストも次のように定式化した。
~wグji
B;= J 
P; ー ~Niri;
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B戸
V/ 
P/-N'; 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(1.4.1) 
庁： j財単位当たりの国内付加価値（邦貨で表示）
P/:j財単位当たりの国際市場価格（外貨で表示）
N/:j財単位当たりの国内生産に要する輸入投入財価格
（外貨で表示）
この (1.4.1)式の意味を例を挙げて説明しよう。いま，原綿を輸入し，綿布の生産を
行なっている国において， 綿布1ヤールに当たりの浬I内付加価値が1,200円で．それを生
産するに要する原綿の輸入価格が1ドルであるとしよう。一方，この同じ綿布1ヤールの
輸入価格，すなわち，国際市場価格が4ドルであるとしよう。この場合の外国為替の対内
コストは，
1,200円 =~ 座羽
4ドルー 1ドル 1ドル
すなわち， 1ドル=400円と計算される。公定為替レートが1ドル=308円であれば，綿布
については，外国為替の対内コストが公定為替相場を1ドルにつき92円，比率でいつて約
30%上回っていることになる。換言すれば，それだけ邦貨が過大評価されているわけであ
る。逆に， ある商品について外国為替の対内コストが， 仮りに1ドル=250円であれば，
その商品の場合は邦貨が過少評価されているといえよう。このように，種々の商品につい
て外国為替の対内コストを計算し，その加重平均を求めることによって．一種の購買力平
価を求めることができる。
ここで注意を要することは．上式の分子の国内付加価値は，その国に関税等の政策が行
なわれている場合は，それらの政策によって引上げられ．あるいは変化させられた国内付
加価値であることである。一方，上式の分母は国内の生産をもし外国で行なった場合のコ
w,:j財（要素）の国内価格（関税等を含めた）
な： i財1単位に投入される j財（要素）の量
P;: i財の国際市湯価格
N,:j財1単位に投入される輸入投入財の価格
この式にみられるように，外国為替の対内コストの場合は非輸入投入財の存在が仮定
され，それが含まれるが，実効保護率の場合はそれが含まれない。この点において差異
が生じる。したがって，本文ではこのバラッサーシドロウスキーの定義式をそのまま用
いず，このような差異が生じないように簡単化した式を用いた。 B.Balassa and D.D. 
M. Schydlowsky, op. cit., p. 349. 
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ストであるから，仮定によって国内外の生産方法が同一であるかぎり，それは関税等の貿
易政策が存在しない場合の国内付加価値に等しい。したがって，外国為替の対外コストは
分母分子をそれぞれ別の通貨で表わすことを除外すれば，簡単に
B, V/ ・=―.............................. (1. 4. 2) 
V; 
と表わされる。したがって，実効護保率の定義式 (1.1. 1)より， 実効保護率と外国為替
の対内コストとの関係は
B;=g汁 1 あるいは， g;=B;ー 1
と示される。そして，実効保護率の大きい商品は外国為替の対内コストも大きく，その商
品の生産については邦貨が過大評価されているといえる。
要するに，実効保護率と外国為替の対内コストとは本質的に同じ概念の異った表現であ
ることがわかる。ただ，実効保護率は国内付加価値自体の変化率で表わされているが，外
国為替の対内コストは外貨の対内価値の変化率で表わされている点が異なる。また，デー
タの入手に関していえば，実効保護率は投入産出表から，外国為替の対内コストは特定商
品価格についての内外の調査，すなわちケース・スタディから得られている点が異なると
いえよう。
3. 一般均衡モデルヘの適用
数式による表示1)
前節では仮定(1)にしたがって 1財からなる部分均衡モデルをとり上げ，実効保護率の種
々の表し方について示した。この節では 2部門モデルに拡張し，各生産量，あるいは消費
量が両者の相対価格に依存する一般均衡モデルについて実効保護率を考えよう。そのため
に，伝統的な 2部門ヘクシャー・オリーンモデルを仮定しよう。ということは，ヘクシャ
ー・オリーンモデルに通常の仮定は満たされているものと考えよう。この節の分析は，し
たがって，ヘクシャー・オリーンモデルを輸入投入財を含む場合に拡張したものであると
いうことができる。
第1段階として，関税がかけられない場合を仮定し，モデルを簡単な方程式の体系に表わ
そう。まず，所与の資源と両財の生産関数とから導かれる両財間の変形曲線，あるいは生産
1) D.J. Ruffin, "Tariffs, Intermediate Goods, and Domestic Protection.• A. E.R_ 
Vol. 59, (Jane 1969) pp. 261-269によるところが多い。
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可能曲線をつぎのように表わそう。以下では両財を1財2財とし，添字1, 2で表わす。
T(X1, ふ）= 0 ........................... ・(3.1.1)
ヘクシャー•オリーンモデルの基本的仮定によって，規模の収穫一定，限界生産力逓減が
仮定されているから， (3.1.1)は原点に凹状のスムースな曲線である。つぎに，収支均等
方程式，あるいは予算線は．
Vふ＋むX2=Pi巧+P2Y2 ………..……………………・(3.1. 2) 
X: 生産量， Y:消費量
と表わされる。これは1国全体として生産額と消費額が等しいことを示し，生産額が国内
付加価値額で示されている点に注目していただきたい。なお，付加価値と最終財価格との
間には．
V1=Pi(l -a1) 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(3.1.3) 
V2=P2(1 -a2) 
a: 価値投入係数（輸入係数）
の関係がある。
一方，厚生関数，あるいは社会的無差別曲線は，周知のように．
U= U(Y1, Y2) ........................... (3. 1. 4) 
と表わされる。さて， (3.1.1)の制約のもとで，両財の生産額，すなわち，国民所得を最
大にする条件は，
T1 V1 ＝ーー・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(3.1.5) 
T2 V2 
T1= aT T2= aT 芦，匹
であり，同様に， (3.1.2)の制約のもとで，この国の経済的厚生を最大にする条件は，
U1 Pi ＝ーー・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(3.1.6) 
U2 P2 
au 
U1= -aY1 , U2= 
au 
aY2 
である。前節の最初に挙げた仮定の(2),すなわち小国の仮定から，両財の価格Pi,P2は
世界市場で与えられているから，このモデルは方程式7,末知数の数7で，原理的には解
くことができ， X1,X2, Y1, Y2, V1, V2, Uの値がすべて求められるはずである。さ
らに，生産量と消費量の差額を輸出量（マイナスであれば輸入量）と定義すれば，それは
X1-Y1, X2-Y2と表わされ，輸出量（あるいは輸入量）も求めることができる。一方
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(3.1. 2)と (3.1.3)より
Pi(X1 -Y1) +P2(X2-Y2)-P叩 X1-P:西 X2=0・・… ・(3.1. 7) 
が得られる。この式で P辺1X1,P: 四2X2はそれぞれ両財部門への投入財の額で，仮定に
よって投入財はすべて輸入されるからマイナス項目になっている。したがって，この式よ
り輸出と輸入は全体として均衡していることが示される。 要するに， この種のモデルで
は，貿易収支の均衡は必然的に成立しているわけである。
この (3.1. 7)において，ふく巧でかつふく咋という場合はあり得ないから，次の
3つの種類の特化の型が考えられるであろう。
(1) X1>Y1, ふ＞四 1財2財とも輸出財
(2) X1>Y1, ふく咋 1財は輸出財， 2財は輸入財
(3) ふく巧，ふ＞巧 1財は輸出財， 2財は輸出財
このうち， (1)の場合は 2つの最終財に特化してそれを総て輸出し，一方投入財を輸入する
純加工国型の貿易を表わす。それは従来の投入財を含まないヘクシャー・オリーンモデル
では見られなかった場合であり，投入財を含むモデルで始めて示すことができるようにな
った場合である。
第2段階として関税を導入しよう。関税は1, 2両財にも，またそれらの輸入投入財に
もすべてかけられると仮定しよう。もっとも輸出財にたいしては関税はマイナスの符号を
もち，すなわち補助金になると考えていただきたい。関税がかけられると国内価格と国際
価格のかい離が生じる。しかし． 小国の仮定によって国際価格の方は常に一定であるか
ら，国内価格が関税額だけ高くなる形でかい離が生じる。以下では国内価格を国際価格と
区別してダッシュを付けて示そう。すなわち．
Pi'=Pi(l +ti) 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・(3.1.8) 
P2'=P2(1 +t2) 
V11 =Pi { (1 +t1) -a1 (1 +t1')} 
V2'=P: 叫(1+t2)-a2(1 +t2')} 
t : 最終財にたいする関税率
......... ・・・・・・・・・・・・(3.1. 9) 
t': 輸入投入財にたいする関税率
である。そうすると，生産，消費の均衡条件は国内生産，国内消費の均衡条件であるから，
関税がかけられた後は国際価格と区別された国内価格に対応するものでなければならな
い。したがって，
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乃 Vi'-= ........................... (3.1. 5)' 
T2 V2' 
広 Pi'
——=- ........................... (3.1.6)' 
凶 P2'
と変更される。しかし，それ以外の方程式は関税がかけられない場合と変わらないであろ
う。変形曲線，厚生関数はいうまでもないが，予算線も国際価格での支出のパターンを決
めるものであるから．関税がかけられない場合と同じでなければならない。したがって，
(3. 1. 1) (3. 1. 2) (3. 1. 3) (3. 1. 4) はそのまま成立している。 これらの方程式に加えて
実効保護率を定義する定義式．
Vi'= V1(1 +g1) 
V2'= V2(1 +g2) 
g: 実効保護率
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(3.1.10)
を与えよう。以上の方程式を集計すると1個となり， 1個の未知数X1,X2, Yi, Y2, 
Pi', P2', Vi', V2', gi, 約と一致し，方程式の体系は原理的に解くことができる。そ
れらを解いて求められた両財の生産量，消費量を関税がかけられていない場合の値と区別
してアスタリスクを付けてふ＊，ふ＊，巧*,Y2*と表わそう。なお，ここで注意してお
きたいことは，関税がかけられた場合でも，いま述べたように (3.1. 2) (3. 1. 3) が成立
しているから， (3.1.8)は成立し，したがって貿易収支の均衡は同様に達成されているこ
とである2)。
そこで最後に，この一般均衡モデルにおいて実効保護率はどのように表示されるであろ
うかを考察しよう。 (3.1.5) (3.1. 5)'より，
2)コーデンは関税の賦課によって貿易収支の黒字が生じ，このような不均衡を回復させ
るために為替レートによる調整が行なわれると仮定する。そして，その価格が自由に変
化する非貿易財をモデルに導入し，為替レートの調整が非貿易財価格で表わされると考
える。このようにして一般均衡モデルでは為替レートによる調整が行なわれ，実効保護
率から非貿易財の価格の上昇率が差引かれられなければならない。こうして得られる率
をコーデンは純実効保護率 (neteffective rate of protection)という。さらに関税に
よる他のすべての代替的な貿易財，非貿易財の価格の上昇を考慮に入れた保護構造の純
効果を全体保護 (totalprotection)と名付ける。 これはコーデンの一般均衡分析にお
ける実効保護理論の 1つのボイントでありその著書の第5章全体の主張でもある。しか
し，われわれのの場合は貿易収支均衡の条件が常にみたされているので為替レートの調
整によって更に実効保護率を割引く必要はないであろう。 W.M.Corden, The Theory 
of Protection, op. cit., pp. 105-126. (Ch. 5) 
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1 +g1 乃* T2 
1 +g2 =四＊-―X- ................................... ・・・・(3.1.11) T1 
乃*:X1*, ふ＊をいれた場合の T1関数の値
乃＊：ふ＊，ふ＊をいれた場合の T2関数の値
となり，両財の実効保護率の相対的な比率として求められる。一方，名目関税率も同様に，
1 +t1 広* U2 
X 
——-—--- ..... ・・・・・ ・.. ・ ・ ・ .・..... ・ ・ (3.1. 12) 1 +t2―伍* U1 
広＊：ふ＊，ふ＊をいれた場合の U1関数の値
凶＊：ふ＊，ふ＊をいれた場合の U2関数の値
相対的な比率として求められる。しかし， (3. 1.11)と (3.1.12) の関係については，変
形曲線と消費無差別曲線の具体的な形態が規定されていないから容易に求めることができ
ない。ただ (3.1. 3)'を用いて，最終財にたいする関税と輸入投入財にたいする関税との
関係によって，実効保護率がどのようになるかをしらべてみよう。それは前の節の1財部
分均衡モデルで得られた (i)~(iv)のコーデンの結果を2財一般的均衡モデルにおいて
追求するものである。
その結果，
1 +t1 :?: (1 +t1)-a1 (1 +t1') 
1 +t2之て1+t2)-a2(1 +t2') 
あるいは，簡単にして，
1 +ti :;: a1(1 +t1') 
1 +t2 >匂1+t2')ーに応じて．
に応じて，
1 +t1;;;; ー1+g1 
1 +t2 < 1 +g2 
........................ (3.1.13) 
であり，とくに，
(1 +t1)<a1(1 +t1')でかつ (1+t2)>a2(1 +t2') 
あるいは，
(1 +t1)>a1(1 +t'1)でかつ (1+t2)<年 (1+t2') 
であれば，
1 +g1 
1 +g2 く0・..・. ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ (3. 1. 14)
である。
ここで特に注意を要することは，名目関税率も実効保護率も 1財の2財に対する相対的
な比率で表わされていることである。すなわち，相対的な名目関税率と相対的な実効保護
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率の関係が問題となって，絶対的な名目関税率と絶対的な実効保護率の関係は問題でなく
なる。 たとえば， 両財とも名目関税率の方が実効保護率より大きくても， すなわち，
な>g1,t2>g2であっても， 1 +t1 < 1 +g1 
1 +t2 1 +g2 
であれば， 2財の相対的な実効保護率は
2財の相対的な名目関税率よりも高く， 2財は名目関税率に比較して強く保護されている。
このことは， たとえば実効保護率がマイナスであっても， g1く0, g2<0であっても成
立するであろう。要するに 1財部分均衡モデルにおいては，最終財に対する関税率，輸入
投入財に対する関税率，そして実効保護率のいずれも絶対的な値が比較された。しかし，
2財一般均衡モデルにおいては，それらの他の財のそれに対する相対的な比率が問題とさ
れ，絶対的な値は問題でなくなるのである。
図による表示2)
前のセクションで数式で表わしたことを今度は図に描いてみよう。まず．関税のない場
合から考察しよう。第1図は， 1, 2両財の価格，それらに投入される輸入投入財価格，
そして変形曲線が与えられている場合，両財の生産量がどのように決定されるかを示す。
すなわち，縦軸原点より下方に 1財の価格をQCととり， 1財にたいする輸入投入財価格
をQAにとろう。同様に，横軸原点より左方に2財の価格をODをとり， 2財にたいする輸
入投入財価格をOBにとろう。前のセクションの記号でいうと， Pi=OC,P: 辺1=0A_,
2=0D, P: 匹2=0Bである。そうすると，前のセクションの (3.1. 3)より，第1財生
p 
産の国内付加価値は QCから OAを差引いた ACであり，第2財生産の国内付加価値の
ODからOBを差引いたBDである。さらに， C,D点を通る 45° の角度の補助線を用い
て， AC=OE, BD=OFとなるように， E, F点をとろう。 OE,OFはそれぞれ
第1,第2財生産における国内付加価値を示す。さて，第1図の横軸原点より右に 1財の
生産盤を，縦軸原点より上に2財の生産量をとろう。かりにこの国の国民所得が任意の水
準いこ与えられたとして， 予算線V1ふ＋四X2=入を描くと， その勾配はーV1/V2, 図
2) W.M. Corden, "The General Equilibrium Approach and the Theory of Pro-
tective Structure• in his The Theory of Protection op. cit., pp. 65-81. (Ch. 4) 
によるところが多い。ただし，コーデンの図は，最初から消費盤が描かれていて，それ
が所与の価格からどのようにして求められたものか明示されていない。この点私の図の
方が理解されやすいのではないかと思う。また，この問題の別の図による表示として，
H.G. Johnson, "Effective Protection and General Equilibrium Theory." in 
his Aspects of The Theory of Tariffs. op. cit., pp. 367-391参照。
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では右下りでOE/OFの傾きでなければならない。そこで相対する座標軸に， E, Fに
対応する点，すなわちOE=OH,OF=OGとなるようなG,H点を描き，そのG,H 
点を結ぶ直線を引くと，それは国民所得が入の水準の予算線を示す。さらに，この座標面
に変形曲線，すなわち，前のセクションの (3.1.1) を描こう。それはこの国の資源を全
部使って生産できる両財の生産量の組合わせを示すものであり，ヘクシャー・オリーンモ
デルの通常の仮定によって原点に凹状の右下りのスムースな曲線である。それをTTとし
よう。生産の均衡条件，すなわち前のセクション (3.1.5) が満たされるためには，予算
線はTTに接しなければならない。そこで前に求めた任意の国民所得の水準の予算線GH
をTTに接するまで平行移動させよう。そして，ちょうど接した予算線を IJとし，その
接点をSとしよう。 Sは上の条件を満たす生産の均衡点であり，この国の生産量はこの点
において決定される。そのことはこの国は1財を 0s1, 2財を 0s2生産するのが最も有利
となることを示す。
つぎに，第2図によって1, 2両財の消費量を求めよう。第1図で両財の国内付加価値
V,.X, 
?
45• 
P, ? ?
? ? ?
? ? ?
?
第1図
P, 
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X,_Y, 
?
ぃ ? ?
??
?
so[ E 
. -―ー プae
I 
I 
I 
I 
I 
＇ ----―↓--------
I 
＇ 
?
?
?
第2図
P,V, 
?
と両財の生産量が求められたのであるから， この国の国民所得は確定しているはずであ
る。すなわち，前のセクション V1ふ+V2X2=P1兄+P2Y2の左辺はすでに求められて
いる。そのうえ，両財の価格は所与であるから，この式の右辺の消費の予算線も簡単に描
くことができる。そのために第1図の I, J点を第2図にそのまま移そう。 01の長さ
は，生産の均衡点Rにおける 1財と 2財の生産量を付加価値の比率ですべて 1財の生産量
に換算したものである。換言すれば， 01の長さは1財の数量で示したこの国の国民所得
である。したがって， 01に1財の付加価値を掛けたものがこの国の国民所得の額であ
る。 1財の付加価値OEを第2図では縦軸原点より下にとると国民所得は矩形0Ia,Eの
面積で示される。そのむを通る直角双曲線 <1,<1,を引こう。 この <1,<1,上の任意の点と両軸
とで囲まれる矩形の面積は常に一定でこの国の国民所得を示す。 1財の価格はOCである
から，国民所得を全部1財に支出した場合の1財の消費量はOKでなければならない。同
じプロセスは2財についても示すことができる。同様であるから省略して結論だけをいう
と，国民所得を全部2財に支出した場合の2財の消費量はOLである。したがって， K点
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とL点を結ぶ庫線を引くと，それは消費の予算線にほかならない。この座標面に消費無差
別曲線，すなわち前のセクションの (3.1.4)を描こう。それは周知のように右下りの原
点に凸状のスムースな曲線群である。予算線KLはいずれかの消費無差別曲線と接する。
その消費無差別曲線をUとし，その接点をRとしよう。 R点では消費の均衡条件，すなわ
ち前のセクションの (3.1.6) が満たされている。したがって， この国の消費量はこの点
で決定され，この国は1財もOri, 2財をOr2消費するであろう。
さて，第2図のS点は前に求めた生産の均衡点をそのまま移したものである。生産の均
衡点と消費の均衡点の位置から，この場合1財が輸出財， 2財が輸入財であることは明ら
かであろう。そして， 1財の輸出量は s1r1であり， 2財の輸入量は s2戊である。
ほか，投入財はすべて輸入財である。前のセクションで輸入投入財が存在する場合，
この
3種
の特化の型が分類されることを示したが，それらはR点と S点の位置によって示すことが
Sの位置が，できる。すなわち， Rを原点とする直交座標軸を描き，
(1) 第1象限にある場合 1, 2財とも輸出財
Vふ
P, D' 
?
?
I'X, 
ー V.
45' 
第3図 P, 
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(2) 第IV象限にある場合 1財は輸出財， 2財は輸入財
(3) 第I象限にある場合 1財は輸入財， 2財は輸出財
と分類されるであろう。
ここで関税を導入すれば，どのような変化が生じるであろうか。第3, 4図は，第1,
2図にそれぞれ関税が導入された場合の変化を示し，とくにダッシュを付けた記号は同じ
記号に関税がかけられた場合の変化を示す。ところで，前のセクションでは関税は 1, 2 
両財にも，その投入財にもすべてかけられると仮定した。しかし，いまの場合は前述のよ
うに1財は輸出財， 2財は輸入財と特化しているから，最終財にたいする関税は2財にだ
けかけられる。もっとも，輸入投入財にたいする関税は1財の輸入投入財にも2財の輸入
投入財にもかけられると仮定しよう。また，小国の仮定によって国際価格は一定であるか
ら，国内価格は国際価格とかい離し，関税額だけ上昇することに注意していただきたい。
さて，第3図で， DD'/ODは2財の関税率， AA'/OAは1財の輸入投入財の関税率，
そしてBB'/0Bは2財の輸入投入財の関税率を示す。前述の関税がかけられない場合と
Xぷ
p "I
?
?
第4図
? ? ?
P,V, 
'Y /3 
90 
実効保護率について (1) (山本） 91 
全く同様に， 1財の国内生産付加価値はOE',2財の国内生産付加価値はOF'となり，
予算線は InJ n,そして国内生産の均衡点はS'と求められる。つぎに第4図で，これも
関税がかけられない場合と全く同様に，国民所得は OIHre'E',あるいは OYrf'F'の面
積で示され，予算線は K'L'で示されるであろう。しかし， この場合の消費の均衡点は
R'とはならない。というのは， R'点では貿易収支均衡の条件が成立しないからである。
そこでもう一度第3図に戻って， I Jに平行でS'点を通る線をMNとしよう。 MN線の
勾配は関税がかけられない場合の付加価値比率であり，したがって，関税がかけられない
場合の価格比率から導かれたものである。それゆえ， 同様のプロセスによって描かれた
MpeEO, あるいは Nf3fFOの面積は， 関税がかけられた場合のしかも国際価格で評価さ
れた国民所得を示す。この国民所得は，関税がかけられない場合の国民所得，すなわち，
第2図の IaeEO,あるいは JafFOと比較して減少していることは明らかであろう。この
国民所得に対応する消費の予算線は同様に直角双曲線¢を用いて QW線で示される。そ
して， QW線の勾配は国際価格比率に等しいから， QW線上では国際収支の均衡は達成さ
れるであろう。したがって，関税がかけられた場合の消費の均衡点はQW線上に位置しな
ければならない。しかも，両財にたいする消費は国内価格比率で選好されなければならな
い。結局， 関税がかけられた場合の消費の均衡点は， QW線とR'を通る所得消費曲線
zzが交わる点である。その点をRHとしよう。 RHは関税がかけられない場合の均衡点R
より下位の無差別曲線に接していることは明らかであろう。
関税によって特化の状態はどう変わったか。この国は関税がかけられる前は1財を輸出
し， 2財と 1, 2両財のための投入財とを輸入していた。しかし， 2財に関税がかけられ
た後は1財と両財のための投入財を輸入することには変わりはないが， 2財についてはほ
Y,X, 
第5図
?
?
L" 
。
K K" 
!:_ふ
r, 
ぼ自給する状態に変わっている。もっとも
前節の仮定(5)によって，関税によって輸入
がゼロになると実効保護の意味がなくなる
から， 2財の輸入はゼロになる一歩手前に
なると考えよう。この場合においても関税
は課税産業を保護し貿易を縮少することが
示されている。
最後に，名目関税率と実効保護率の関係
を示そう。第5図はいままでの各図から関
税賦課前と関税賦課後の予算線を取出して
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示したものである。両財の国内価格比率は関税がかけられる前はKL線の勾配．関税がか
けられた後はKHLH線の勾配で示される。したがって， KL線とK6L6線の勾配の違いが
関税が名目関税率の相対比率を示すものと考えられる。同様に，両財の付加価値の比率は
両財のかけられる前はIJ線の勾配で関税がかけられた後はIHJ#線の勾配で示される。
したがって， I J線と IHJH線の勾配の違いが両財の実効保護率の相対比率を示すものと
考えられる。第5図から．
KL線の勾配>K6L0線の勾配
したがって，前のセクションの何号を用いて，
PiP2> Pi'〔=Pi(l+t1)J_ P21 〔=P2(l+t2)〕
また．
I J線の勾配>1np線の勾配
したがって，同様に，
Vi Vi'〔=Vi(l+g1)〕
―巧ー >V21 〔=V2(l+g2)〕
である。ということは，名目関税率も実効保護率もともに2財の方が1財に比較して高い
ことを示している。しかし，勾配の違いはLK線とL6K6線の場合より IJ線と IHJH線
の場合の方が大きい。すなわち，角度で示すと，
B<<t> 
であり，同じく記号で表わして，
Pi V1 
万 y;- 1 +t2 1 +g2 
一<-一したがって，Pi'V11 ＜ 1 +ti 1 +g1 
ァ v
である。ということは，この場合は2財の1財に対する実効保護率の相対的な比率が2財
に対する名目関税率の相対的な比率より大きいことを示している。
一般的にいって前のセクションの (3.1.13) が成立するための条件は，第5図では．
0奎0 と示され，また一方の財の実効保護率がマイナスになる (3.1.14)の条件は． 第5
図では 0 が反対方向に回転するものとして示されるであろう。
一般均衡モデルにおける実効保護概念の問題点
われわれは前および前々セクションで2部門一般均衡モデルにおいて実効保護率がどの
ように示されるかをみてきた。しかし．実効保護率を示すためには，固定的な投入係数の
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輸入投入財を含む特殊な一般均衡モデルが仮定されなければならず，そのような一般均衡
モデルは問題がないであろうかを考えてみよう。
第1の問題点は非保護部門の消滅の可能性である4)。前セクションの図による表示で仮
定したように，最終財に関しては 2財にのみ関税がかけられるとしよう。そうすると， 2
財部門は1財部門に比べて付加価値率が上昇するから，生産要素価格が上昇し，生産要素
が移動可能であるかぎり生産要素は1財部門から 2財部門へ移動するであろう。通常の国
際貿易理論におけると同様に，生産要素の国内における完全な移動性が仮定されている。
したがって，国内の生産要素の移動が進行して，最終的にはこの国は 2財部門だけとなり
1財部門は消滅するであろう。もっとも通常のヘクシャー・オリーンモデルにおいては生
産要素間の代替が生じて調整が行なわれこのようなことは生じないと考えられている。し
かし，ここでは固定的な投入係数の輸入投入財が存在していて代替の範囲はそれだけ狭め
られているから，関税を含む均衡が成立する保証は必ずしもないであろう。
第2の問題点は貿易収支の均衡の困難である。前の場合と同様に最終財に関しては2財
にのみ関税がかけられるとしよう。そうすると， 2財の国内生産の相対的な増加と国内消
費の相対的な減少が生じ，逆に1財の国内生産の相対的な減少と国内消費の相対的な増加
が生じるであろう。したがって通常のヘクシャー・オリーンモデルでは輸出入とも減少し
て新しい均衡が成立すると考えられている。けれども，この場合は輸入は 2財だけではな
く1, 2財生産のための投入財輸入が必要である。しかもそうした投入財の輸入は固定的
な投入係数で，最終財の生産量に比例して行なわれる。したがって， 2財は輸入投入係数
の非常に大きな部門であるとすれば， 2財の国内生産の増加は輸入を大きく増加させるで
あろう。われわれは前および前々セクションで関税かけられていない場合でも，関税がか
けられた場合でも (3.1,7)式が成立しているから貿易収支の均衡が常に達成されている
と考えた。しかし，それは貿易収支均衡の条件を課しているためであって，貿易収支均衡
の調整メカニズムを示したわけではない。均衡の条件を課すだけであれば条件に合致する
特殊な場合にのみ均衡が達成され，そして均衡が達成されない場合は体系そのものが成立
しないという形で解が生じるであろう。一般均衡モデルにおいて均衡が達成されるのは本
来価格メカニズムが完全に働いて調整が行なわれるからである。しかし，固定的投入係数
が存在するときは価格メカニズムが完全に働らかない。したがって貿易収支の均衡が必ず
4) J.E. Anderson, "General Equilibrium and the Effective Rate of Protection.• 
op. cit., pp. 722-723. 
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しも達成されるとはいえないであろう5)。
実効保護率の概念は独立した1財生産の部分均衡分析で得られた概念であり，しかも需
要の弾力性が無限大と仮定された場合の純粋に生産面の概念である。したがって，実効保
護率の概念を一般均衡モデルに適用すれば基本的な困難に出合うのである。
5)この場合にコーデンのいう為替レートによる調整が必要となるであろう。 W.M.
Corden, The T加oryof Protection. op. cit., pp. 105-126. 
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